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参考>ストークスによる研究の分慧
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図表2から、以下のことが分かる。
(1)研究プロジェクトには、①基礎原理の追求、②現実の具体的な問題解決という2つの基本的
な動機がある。この2つの動機を用いて研究プロジェクトを分類すると、パスツールの象限（2つ
の基本的な動機の両方が非常に重要とされたもの）に当てはまる研究プロジェクトが、日米ともに
かなりの割合存在した。高被引用度論文産出群におけるパスツールの象限の割合をみると、米国は
日本の2倍以上となっている（33％対15％、図表2参照)。
(2)日米ともボーアの象限（｢基礎原理の追求」のみが非常に重要な動機とされた研究プロジェク
ト）が最大の割合を占めた。その割合は、日本の高被引用度論文産出群では45％、米国では46％で
あった。エジゾンの象限（｢現実の具体的な問題解決」のみが非常に重要な動機とされた研究プロ
ジェクト）は、日本では高被引用度論文産出群の15％、米国では11%を占めた。
5．イノベーションと知の融合：技術面から見た日本と欧米との比較
CドⅢは、2005年に25周年記念行事の一つとしてLEMELSON-MITPROGRAMが組織したパネル
による「過去四半世紀におけるトップ25の技術革新（医学、バイオを除く)」を発表した2)。
この25の科学技術のリストを分析することにより日本が課題として認識すべき事項、イノベー
ションにおける知の融合の果たす役割を考えてみる。
LEMELSON-MITPROGRAMは、Lemelson財団がMITに設けているイノベーション顕彰等を行う
プログラムである。
25の技術イノベーションについて日本がイノベーションに貢献した科学技術を、
[I]基礎的分野
[Ⅱ］技術開発、商品化技術分野、
[Ⅲ］どちらにも貢献しない技術分野
に区分すると、おおよそ、以下のようになる。
日本の貢献分野による分類試案：
[I]日本が基礎的分野でイノベーションに貢献した分野：
4．フアイバー光学、15.二次電池（ニッケル水素電池)、17.OLEDs、18.表示パネル(PDP)、
19.HDTV、21.ナノテクノロジー、22.フラッシュメモリー
［Ⅱ］日本が技術開発、製品化においてイノベーションに貢献した分野：
携帯電話、3．パーソナルコンピュータ（実装、周辺技術)、ファイバー光学、6．民生用GPS(自
2)http://edition.cnn.com/2005/TECH/01/03/cnn25.top25.innovations/index.html及び
http://www.mit.edu/invent/npressreleaseS/n-press-05CNN.html参照。
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動車のナビゲーション)、ポータブルコンピュータ、8．記録デイスク、9．民生用デジタルカメラ、
10.RFIDタグ、n.MEMs、14.ATM(紙幣認識技術、紙幣枚数カウント技術、その他の周辺技術)、
15.二次電池、16.ハイブリッドカー、17.OLEDs、18.表示パネル(PDP、液晶パネル)、19.
HDTV、21.ナノテクノロジー、22.フラッシュメモリー、25.短距離、高周波無線
［Ⅲ］基礎的分野でも技術開発、製品化においても日本のイノベーションが少ない分野：
1.インターネット、3.パーソナルコンピュータ(OS、ソフト関連)、5.電子メール、12.DNA
指紋、13.自動車用エアーバッグ、20.スペースシャトル、23.ボイスメール、24.新しい補聴器（人
工内耳）
日本は、[I]の基礎的分野では、材料分野、PDP、HDTVで貢献している。PDP、HDTVは
NHK技研が世界に先駆けて開発した技術であり、また、光ファイバーは、NTTと電線メーカーと
が協力して開発した技術である。OLEDs(有機発光ダイオード）は、1950年代からの赤松秀雄、井
口洋夫、松永義夫氏らの有機半導体の研究がベースにあり、1977年の白川英樹氏の高導電性ポリア
セチレンの発見(2000年ノーベル化学賞）といった研究が、日本における有機LED研究の発展に
つながっている。フラッシュメモリーは、舛岡富士雄（ますおかふじお）氏（東芝）の個人的な発
明によるところが大きいが、その背後には日本の高度な半導体集積回路技術がある。
［Ⅱ］の技術開発、商品化技術では、日本はおよそ7割の分野で主導的な役割を果たしている。
特に、携帯電話機器、表示装置デジタルカメラ、記録デイスクなどは、日本人の関心の高さ（国
民性）と強く関連している。二次電池の開発も、こうした携帯機器に欠かせないもので、ビジネス
となる商品で日本企業の得意とするところでの技術発展におけるイノベーションの成果は大きい。
特に、種々のハード技術の複合化という点では、日本における企業の高い技術がこれを支えている。
光ファイバーおよびその通信技術もNTTを中心とした開発と政府の支援もあり、目本の貢献は大
きい。しかし、その基礎となる技術を詳細に見ると、本質的なイノベーションは欧米発の基礎技術
に負うところも多い。例えば、LSIにおける銅配線の導入、光通信における波長多重技術、デジタ
ルカメラのJPEG圧縮技術などがその例である。自動車のハイブリッド化は、政府のCO2削減政策
による圧力の効果も大きいが、日本における自動車産業の技術力に負うところも大きい。
［Ⅲ］は、コンピュータのOS、ソフトに関連した分野で、この分野では日本は完全に立ち遅れ、
まだまだ米国追随の感がある。また、スペースシャトルやそれに関巡した航空機、人工衛星などは、
米国が国の多大な資金のサポートで開発してきた科学技術であり、日本においては国の支援がない
限り、開発は困難であろう。次世代スーパーコンピュータのプロジェクトヘの日本政府の支援は、
この分野および周辺技術の発展のために大きく貢献するものと思われる。
CNNトップ25にはあげられていないが、日本における過去およそ25年の重大なイノベーション
技術としては、以下の技術が加えられよう。
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乗用車生産方式(カンバン方式)、総合的品質管理(TQM)、新幹線、VTR､DRAM，電子腕時計（ク
オーツ、電波)、NC工作機械、炭素繊維（カーボンナノチューブ)、窒化物半導体(GaN青色発光
など)、太陽電池、ゲーム機器その他。
6．研究開発マーケティングとマネジメント
ブレイクスルーをもたらす研究の役割に着目した事例分析と「Science-to-BusinessMarketing」の
アプローチを紹介する。
(1)ブレイクスルー・ゾーンのイノベーション・マネジメント
「知の融合」に係わる欧米のイノベーションの事例は、『ブレイクスルー－イノベーションの原理
と戦略」に紹介されている(MarkStefik,BarbaraStefik[2004])。著者は、基礎研究と商品化され得
る新たな技術開発の間の段階を「ブレイクスルー・ゾーン」として捉え、このゾーンでの技術の発
展、導入メカニズム、必要な要素などについて考察し、様々な知の融合が働いてイノベーションを
実現している状況を解き明かそうとしている。イノベーションは、発明だけでは実現しないし、製
品開発だけからでも生まれない。
基礎研究（｢何が可能か？｣）の結果と製品開発（｢何が必要か？｣）の間にある根本的研究（ラ
ディカル・リサーチ）では、障害物が研究の焦点になるため、その打開策を見つけるために多くの
専門領域の研究者が投入され、境界領域で新しいアイデアが生まれることが多いとの事例を示して
いる。また、そのための相互理解、すなわち創造性と協調体制を増進する研究所の文化などについ
ても言及されている。
根本的研究の中核をなす2つの問いは、「何が必要か？」と「何が可能か？」であり、それらの
間の「ダンス」（衝突と相互作用）が必要である、としている。また、近年の「オープンイノベーショ
ン」（他社からの技術の買取りや自社技術の販売）は経済合理性に適っているものの、さらに発明
とブレイクスルーを創出するオープンイノベーションまで進めないと、漸進的な改良以上の真のイ
ノベーションは得られないのではないかとの問題提起を行っている。
(2)サイエンス・トゥ・ビジネス・マーケティング
研究開発の立案に関連しては、「サイエンス・マーケティング(ScienceMarketing)」という研究
分野の活動が始まっている。これは、研究開発の「マーケティング」を動機とした研究活動であ
る3)。
3）研究開発の状況を術I敢し、技術が企業の製品にどのように使われているかを評価して、企業の目的意識に
沿った製品開発戦略に資するという研究活動に関する研究分野が「リサーチ・オン・リサーチ(RonR)」
である。
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この分野の活動の一つに、ThomasBaaken教授をリーダーとするドイツのミュンスター応用科学
大学(MuensterUniversityofAppliedScience)における「Science-to-BusinessResearchCenter」を中
心とするグループの活動がある(Baaken,T.[2005],Plewa,C.et.al,[2005],Hagen,F.[2005])4)。
このセンターは、研究開発の力量や成果の商品化に関しての戦略的アプローチに係わる研究を世
界的に展開している。成功している企業は、必ずマーケテイング戦略を持って活動しており、企業
の研究活動も顧客デマンドを正確に知り、それに基づいて研究内容を調整しているはずである。す
なわち、「Science-to-BusinessMarketing」のアプローチは、ビジネスにおける通常の製品・サービ
スのマーケット・メカニズムが研究のマーケットにも同じように働いているという確信に基づくア
プローチである。
第三者機関からの研究機関への資金提供を大幅に増やすためには、顧客ニーズに一貫して焦点
を当てることが必要である。採用されているアプローチの特徴は、全ての研究開発の出発点から
｢マーケットの特定」を行い、常に、研究の遂行にお金を払う「研究の顧客」を考盧の中心に置く
ことにある。このセンターのプロジェクトの目的は、「研究の商品化」についての新しいモデルや
ツールを開発し、テストし、提供することにある。
現在は、グローバル化、国内市場の成熟、急激な技術変化などが企業経営の戦略に変化をもたら
しており、企業や大学などの研究機関の研究活動にも、以下のように影響を与えている。
(a)一企業のみでは世界的なイノベーションは難しく、企業間のイノベーションという知のコラ
ボレーションが必要である。
(b)国際競争が激化し、政府のファンデングが増えている一方、大学では学生からの授業料収入
の減少で、研究資金の獲得のために研究の商品化に向けた新しい方法の必要性が高まっている。
(c)政府は、研究開発の産学連携の椎進に力を入れ始めている(TLO)。
このような流れの中で、資金や遂行の連携だけでなく、マーケテイングの観点で連携を考える必
要が生じている。Science-to-BusinessResearchCenterは、1997年からSMILE(教育・開発における
戦略的マーケティング・プロジェクト）でマーケット・リサーチを行い、学生、教職員、卒業生、
報道機関、公的機関、企業の意識を調査した。
その結果、以下の点などが明らかとなったとしている。
(a)異なる産業セクターは、異なる期待を持っている。
(b)研究部門を持つ企業と待たない企業では、行動が異なる。
(c)産学連携の経験のある企業は、大学の研究内容を「応用」と「市場」志向で見る。
また、初期段階での潜在顧客の巻き込みについては、例えば、米国は全方位的研究に膨大な資金
4)http://www.science-marketing.com/参照。
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をつぎ込むなど、国により違いがあるようである。産学の関係マーケテイングに関するチームワー
クや公開、モチベーションに関する考え方についても違いがあることも分かっている等としてい
る。このほか、アカデミック分野の研究者の戦略マーケテイングについての教育の問題、研究に対
するインセンテイブの問題、研究の移転に関する問題などが研究されている。
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